
１．後期実施計画に追加、削除する事業一覧

63
21

の網掛は、政策公約関連事業や中核市関連事業などの追加する事業です。

の網掛は、事業完了等により削除する事業です。

○まちづくりの目標１　安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち
　政策１　豊かな心をもった、たくましいひとづくり

追加事業数 5
削除事業数 1

№ 担当課

21 教育総務課

22 教育総務課

23 教育総務課

24 教育総務課

25 教育総務課

21 教育総務課

追加事業数 1
削除事業数 2

№ 担当課

34
生涯学習・
スポーツ課

30
生涯学習・
スポーツ課

38
生涯学習・
スポーツ課

政策２　安心して子どもを産み育てられるまちづくり

追加事業数 8
削除事業数 0

№ 担当課

61
中央保健セ
ンター

事業名 事業概要 計画内容

小中学校施設長寿
命化事業（仮称）

小中学校施設の長寿命化を推進する
・小中学校施設の長寿命化計画の策定
・湖東中学校校舎の長寿命化改良（平成３０年
度）

中学校校舎改築事
業

中学校校舎の改築・耐震補強・大規模改造工事
による建替え・改修や施設機能の充実

・改築工事：北中学校、青谷中学校、気高中学
校の校舎
・耐震改修工事：気高中学校屋内運動場、桜ヶ
丘中学校屋内運動場の耐震補強

市民体育館再整備
事業

民間活力を導入し市民体育館を再整備する 市民体育館再整備

事業名 事業概要 計画内容

小中学校空調設備
整備事業

児童・生徒の健康管理や、教育環境の向上を図
るため、小中学校の普通教室等の空調設備整備
を行う

小中学校５８校の普通教室及び特別教室の空調
設備整備に係る検討業務
（現地調査、設置工法、各学校の概算事業費、
スケジュール設定等検討）

中学校増改築事業
耐震性能が低いと診断された学校施設の改築工
事を行う

南中学校武道場（昭和５２年建設）の改築工事
は耐震性能の低い建物と診断されており、改築
工事を行う
※H30年度の南中学校武道場解体工事をもって
市内小中学校施設の耐震化は完了

学校維持補修事業
（小学校・中学
校・通常）

小中学校トイレの洋式化を推進する
・老朽化施設改修工事に伴うトイレの洋式改修
・既存施設の便器等取替えによる洋式改修

学校維持補修事業
（中学校・大規
模）

補習などで夏期休業中の教室利用が多い中学校
３年生の普通教室への空調整備を行い、生徒の
健康管理、教育環境の充実を図る

中ノ郷中学校空調設備設置工事（平成３０年
度）
※本工事により市内中学校３年生教室の設置は
完了

地区体育館耐震改
修等事業

体育施設の新設、改築、改修等の整備 海洋の家体育館の耐震改修工事

事業名 事業概要 計画内容

バードスタジアム
有効活用推進事業

バードスタジアムの利活用によるまちの新たな
にぎわいの創出

・映画上映会、食のイベント開催
・簡易多目的ブース、屋外拡声器の設置
・先進地視察

３歳児健康診査事
業

視力検査器によるスクリーニング検査を受診者
全員に実施し、健診の精度、不同視弱視の発見
率向上を図る

３歳児健診の会場において、全数検査を実施

追加事業数
削除事業数

施策２ 教育の充実・郷土愛の醸成

施策３ スポーツ・レクリエーションの振興

施策１ 結婚・出産・子育て支援

資料3

1



№ 担当課

62
中央保健セ
ンター

66
こども家庭
課

68
こども家庭
課

72
こども発達
支援セン
ター

75 人権推進課

76 人権推進課

77 人権推進課

政策３　住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくり

追加事業数 8
削除事業数 0

№ 担当課

78
保健所健康
支援課

79
保健医療福
祉連携課
市立病院

80
保健所健康
支援課

81
保健所健康
支援課

82
保健所健康
支援課

83
保健所健康
支援課

84
保健所健康
支援課

子育て世代包括支
援センター運営事
業

子育て世代包括支援センター「こそだてらす」
において、妊娠期から子育て期にわたるまでの
切れ目のない支援を行う

・妊娠届を受理する際にすべての妊婦に対して
健康状態、家庭環境等を聞き取り、相談に応じ
る
・産後間もない母親と赤ちゃんが交流できる
「産後サロン」を月１回開催

事業名 事業概要 計画内容

児童発達支援事業

①発達上の困難を抱える児童の早期発見、早期
療育の適切な支援
②乳幼児から18歳未満の発達上の困難を抱え
る児童とその家族に対して、切れ目のない総合
的な支援を行う

①保育訪問相談、発達相談、発達検査及び園へ
の巡回指導
②福祉部局の発達支援機能と教育委員会部局の
教育相談機能を統合し、一体的な相談支援を行
う窓口を設置

こども・子育て支
援制度事業

子ども子育て支援新制度に基づき、すべての子
ども・子育て家庭を対象に、幼児教育、保育、
地域の子ども・子育て支援の質・量の拡充を図
る

第２期となる鳥取市子ども・子育て支援事業計
画（H3２～）の策定

城北保育園整備事
業

老朽化した城北保育園を城北地区公民館との複
合施設として整備する

民設民営による整備とし、その運営事業者に対
する整備費を助成

子どもの居場所づ
くり事業

民間団体が実施する「こども食堂」の立上げや
運営の支援

・こども食堂の立上げに係る経費の支援
・こども食堂の運営に係る経費の支援

地域食堂ネット
ワーク運営支援事
業

「地域食堂ネットワーク」の取り組みを支援
し、こども食堂を核として子どもを含む多様な
人が利用・参加する「地域の居場所」づくりを
推進

・立ち上げ支援
・支援の拡大
・こども食堂ガイドラインの策定

こども食堂への相
談支援員派遣事業

こども食堂に相談支援員を派遣し、困難な課題
を抱える子どもや世帯を早期に把握し、子ども
のための世帯全体への包括的支援を行う

・アウトリーチによる相談支援
・進路意識形成のためのキャリアカウンセリン
グ
・運営スタッフの心理的負担軽減のための支援

地域保健医療推進
事業

急性期から回復期、在宅医療に至るまで適切な
医療サービスが切れ目なく受けれられる持続可
能な医療提供体制を構築するため、東部圏域に
おける保健医療計画及び地域医療構想の推進に
係る協議を実施

・東部保健医療圏の地域保健医療協議会（全体
会・専門部会）の開催
・地域医療構想調整会議の開催

地域医療救急体制
強化事業

広域的な災害等が発生した場合の救急医療体制
を確保するため、岡山大学医学部に災害救急に
貢献する人材育成を目的とした寄付講座を開設
し、鳥取市立病院を研究施設とする

・岡山大学医学部に対し講座運営に係る基礎的
な経費を寄付し、寄付講座を開設
・市立病院で実践・研究を実施

事業名 事業概要 計画内容

肝臓がん（肝炎）
対策事業

肝炎ウイルス陽性者の早期発見、早期治療及び
重症化予防に資するため、肝炎ウイルス検査の
多様な検査体制を整備し、検査受診の促進を図
る

・保健所無料肝炎ウイルス検査
・医療機関無料肝炎ウイルス検査
・肝炎ウイルス精密検査・定期検査費の助成

肝炎治療特別促進
事業

高額な治療費が必要となる抗ウイルス治療のう
ち、肝炎患者が自己負担する治療費の一部を公
費負担することにより、肝臓がんへの進行予
防、肝炎治療の効果的促進を図る

受給者証の申請受付、交付

がん医療提供体制
整備事業

抗がん剤による脱毛や乳がん手術による乳房切
除など、がん治療による外見上の変貌に対する
がん患者の心理的負担を軽減するとともに、療
養生活の質の向上を図る

ウィッグ（かつら）及び補正下着などの購入費
助成

結核予防対策事業
結核の予防・拡大防止を図り、また結核患者に
適正な医療を提供するため、研修啓発事業、結
核医療費の公費負担、服薬支援を行う

・従事者研修の開催
・接触者検診、管理検診の実施
・医療費の公費負担
・服薬支援の実施

がん対策推進体制
強化事業

鳥取県東部圏域の関係者が連携し、地域に密着
した医療体制、検診体制、受診率向上等、地域
の特性に応じたがん対策を協議し、地域レベル
でがん対策の推進を図る

東部圏域がん対策推進会議の開催

施策１ 健康づくり、疾病予防の推進
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№ 担当課

85
保健所健康
支援課

追加事業数 3
削除事業数 1

№ 担当課

95 長寿社会課

96
長寿社会課
保健所健康
支援課

107 地域福祉課

85 長寿社会課

追加事業数 4
削除事業数 0

№ 担当課

108
障がい福祉
課

109
障がい福祉
課

110
障がい福祉
課

111
保健所健康
支援課

政策４　互いの人権を尊重する心豊かなまちづくり

追加事業数 2
削除事業数 0

№ 担当課

126 人権推進課

127 人権推進課

感染症対策推進事
業

感染症の発生時における危機管理体制を平常時
から整備するとともに、感染症患者に対する適
切な医療の提供を図る。また、感染症の発生動
向を調査し、感染拡大の兆候を探知し適切な予
防活動を実施する

・診査協議会の開催
・感染症患者の医療費公費負担

事業名 事業概要 計画内容

軽費老人ホーム運
営補助事業

軽費老人ホームのサービス提供に要する費用の
助成

入所者利用料の助成

在宅医療・介護連
携推進支援事業

医療と介護の専門職の連携強化と住民参加型の
研修啓発活動を推進するための研修を開催

・ファシリテーション研修
・フォローアップ研修

事業名 事業概要 計画内容

事業概要 計画内容

福祉相談窓口設置
事業

住民の身近な地域に様々な生活課題に関する相
談を一旦丸ごと受け付ける相談窓口を設置

・地域福祉相談センター（仮称）の設置
・専門機関等の連絡先、フロー図等をまとめた
対応マニュアルの作成

アクティブシニア
世代等移住推進事
業

都市部のアクティブ世代等を対象に市内のサー
ビス付き高齢者向け住宅への移住を推進する

市内事業者との意見交換及び状況調査

社会福祉施設等施
設整備事業

グループホーム等市内障がい福祉関係の社会資
本の整備を促進するため、国庫補助制度を活用
し、施設整備事業を行う事業者に対して助成を
行う

社会福祉施設等の施設整備に要する費用の一部
を補助

難病等医療費助成
事業

難病患者に対し、治療に係る医療費の一部を公
費負担する

・特定医療費(指定難病)の医療費助成
・先天性血液凝固因子障害等医療費助成

盲ろう者支援セン
ター運営事業

鳥取県と共同で鳥取県盲ろう者支援センターの
実施する盲ろう者向け通訳・介助員養成事業及
び盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業を支援す
る

・盲ろう者向け通訳・介助員養成事業の実施
・盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業の実施

聴覚障がい者意思
疎通支援事業

鳥取県と共同で鳥取県聴覚障害者協会の実施す
る手話通訳者・要約筆記者養成研修事業及び手
話通訳者・要約筆記者派遣事業を支援する

・手話通訳者・要約筆記者養成事業の実施
・手話通訳者・要約筆記者派遣事業の実施

事業名

人権福祉センター
相談事業

人権福祉センター来所者への情報提供や訪問活
動等（アウトリーチ）により、生活上の課題を
抱え社会的援護が必要な対象者の早期発見・支
援とともに、適切に専門機関やサービス等につ
なぐなどのコーディネートを行う

・人権啓発福祉活動の拠点として相談事業を拡
充
・中央人権福祉センター（パーソナルサポート
センターの相談支援業務との一体的な運用）と
の連携により、相談体制の整備を図る

事業名 事業概要 計画内容

人権福祉センター
行動計画の策定事
業

人権福祉センターの相談事業の充実を図る
「地域福祉計画」と連動した「人権福祉セン
ター行動計画」を策定

施策２ 地域包括ケアの推進

施策３ 障がいのある人の自立支援

施策１ 人権擁護の推進と人権意識の醸成

3



追加事業数 1
削除事業数 1

№ 担当課

131
男女共同参
画課

101
男女共同参
画課

○まちづくりの目標２　新しいにぎわいのあるまち
　政策１　地域経済の再生と産業の底上げ

追加事業数 2
削除事業数 2

№ 担当課

140
経済・雇用
戦略課

141
経済・雇用
戦略課

110
経済・雇用
戦略課

112
経済・雇用
戦略課

追加事業数 1
削除事業数 1

№ 担当課

145
企業立地・
支援課

123
企業立地・
支援課

追加事業数 1
削除事業数 2

№ 担当課

162
経済・雇用
戦略課

134
経済・雇用
戦略課

135
経済・雇用
戦略課

男女共同参画かが
やき企業認定事業

市内企業における、男女共同参画及び女性の活
躍の普及推進を図るため、働きやすい職場環境
づくりに取り組む企業に対し、「鳥取市男女共
同参画かがやき企業」認定を行う

「鳥取市男女共同参画かがやき企業」の認定を
行う（新規・更新）

事業名 事業概要 計画内容

女性コミュニティ
活動推進事業

女性のリーダー育成や地区公民館との連携によ
る地域の男女共同参画の推進

地域において男女共同参画を推進しようとする
団体への活動費の補助

事業名 事業概要 計画内容

国際経済交流推進
事業

地域社会や地元企業における人材不足の解消の
ため、外国人留学生の市内企業就職支援を行う

外国人留学生の市内企業へのインターンシッ
プ、セミナーの開催、就職マッチング支援を行
う

中小企業中核人材
育成支援事業

市内の中小企業・小規模企業が行う経営・管理
に係る中核人材育成に対して支援を行う

・中小企業大学校が実施する研修の受講料の補
助
・中小企業大学校サテライトゼミの開催

とっとり若者イン
ターンシップ事業

事業所において、若年求職者等の長期の職場体
験を促進

若年求職者等の市内事業所へのインターンシッ
プの受入調整、補助金の交付

事業名 事業概要 計画内容

企業立地促進事業
企業の立地を促進し、産業構造の高度化及び地
元企業の生産性向上を図るための支援を行う

要件を満たす企業等の設備投資に対する支援

事業名 事業概要 計画内容

中小企業海外展開
支援事業

市内中小企業が海外展開するために要する拠点
の確保支援

オフィスの賃貸に要する経費の支援

地域商社運営支援
事業

農水産物、食品加工品等の県外への販売や地域
事業者との共同商品開発・製造・販売などに取
り組む地域商社とっとりへの運営支援

設立から経営が軌道にのるまでの間、地域商社
の運営経費に対し支援を行う

ふるさととっとり
創業スクール開催
事業

本市に移住し、創業する方への創業スクールの
創設による移住・開業支援

移住・創業希望者を対象とする創業に係る基本
知識、鳥取暮らしに関する情報等を習得するた
めのセミナーの開催やニーズ調査の実施

鳥取西いなば地域
振興グランドデザ
イン推進事業

街づくり会社の設立を核とした道の駅構想を実
現するため、各種調整を行う鳥取市西いなば地
域振興協議会の運営支援

・鳥取市西いなば地域振興の核となる街づくり
会社の設立準備
・ジオパークエリア拡大に伴う地域資源の利活
用による事業の実施
・鳥取西道路開通に合わせた道の駅整備に向け
た準備

「鳥取みらい雇用
創造ぷらん」推進
事業

「実践型地域雇用創造事業」として地域の雇用
創出に資するさまざまな取組を行う

鳥取市雇用創造協議会による人材育成研修の研
修受講者への奨励金の交付

施策２ 男女共同参画社会の形成

施策１ 雇用の創造・人材の確保

施策２ 工業の振興

施策３ 商業・サービス業の振興
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追加事業数 2
削除事業数 0

№ 担当課

178 農業振興課

179 農業振興課

政策２　地域資源を生かしたまちづくり

追加事業数 0
削除事業数 2

№ 担当課

192 観光戦略課

194
鳥取砂丘・
ジオパーク
推進課

追加事業数 1
削除事業数 0

№ 担当課

223 政策企画課

○まちづくりの目標３　地域に活気があるまち
　政策１　協働のまちづくり

追加事業数 2
削除事業数 0

№ 担当課

236 危機管理課

237 協働推進課

政策２　交流の拠点となるまちづくり

追加事業数 0
削除事業数 1

№ 担当課

210 地域振興課

鳥取市６次産業化
ネットワークシス
テム運用事業

6次産業化ネットワークシステムにより農林漁
業者と加工業者や流通販売業者等とのマッチン
グによる販路拡大を図る

・農林漁業者、加工業者、流通販売業者等への
営業活動によりシステム利用者の拡大
・利用者へのフォロー活動による販売促進・販
路拡大の支援

次世代農業推進事
業

人口知能（AI）やIoTを活用したスマート農業
等、次世代農業の導入による農業経営の安定化
を図る

先進的農業技術（スマート農業等）の普及啓
発、推進

事業名 事業概要 計画内容

鳥取・因幡観光
ネットワーク協議
会事業

鳥取・因幡圏域の一体的な観光情報の発信等に
よる観光客等の増加

鳥取・因幡圏域の観光素材の開発・普及、県内
外への広報宣伝活動の支援

事業名 事業概要 計画内容

鳥取砂丘ビジター
センター事業

現在の鳥取砂丘ジオパークセンターに鳥取砂丘
地域ビジターセンター東側利用拠点を整備

・鳥取砂丘ジオパークセンター解体撤去
・鳥取砂丘インフォメーションセンター解体撤
去

事業名 事業概要 計画内容

シティセールス推
進事業

鳥取市ブランドスローガン「ＳＱのあるまち」
に基づいた、既存の魅力資源の価値向上及び魅
力発信の各施策を展開し、鳥取市ブランドの確
立とシティプライドの醸成を図る

・市民主体のシティセールス活動の支援
・鳥取市インターネット番組の放送
・鳥取市シティセールス戦略会議の開催
・職員資質向上の取組（クレドカード作成、研
修実施等）
・ＳＱプロジェクトチームによる質の高い政策
形成

事業名 事業概要 計画内容

雪害対策事業（仮
称）

早期の雪害に対する災害対応体制の整備及び鳥
取市積雪対応指針に基づく対策の実施

・早期の雪害に対する災害対応体制の整備
・「雪に対する安全で安心な市民生活連絡会
議」（仮称）の開催

地域コミュニティ
除雪活動支援事業

大雪時に町内会等が自主的に行う生活道路の除
雪活動に対する支援

町内会等の除雪活動への助成

首都圏移住相談員
設置事業

首都圏に移住定住相談員を配置
首都圏移住定住相談員による首都圏の移住希望
者に対する本市への就職・定住支援

事業名 事業概要 計画内容

施策４ 農林水産業の振興

施策２ シティセールスの推進

施策１ 協働のまちづくりの推進

施策１ 滞在型観光の推進

施策１ ふるさと・いなか回帰の促進
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追加事業数 1
削除事業数 2

№ 担当課

246 地域振興課

212 地域振興課

218 地域振興課

追加事業数 2
削除事業数 1

№ 担当課

255
中心市街地
整備課

256
中心市街地
整備課

226
中心市街地
整備課

追加事業数 1
削除事業数 0

№ 担当課

261 文化交流課

政策３　魅力ある鳥取文化づくり

追加事業数 3
削除事業数 0

№ 担当課

263 文化交流課

267 文化交流課

268 文化交流課

小さな拠点整備事
業

中山間地域において、持続可能な地域の活性化
を図るため小さな拠点の立ち上げや地域運営組
織による機能の拡充、維持的な運営、若い担い
手の育成を支援する

・持続可能な地域の形成を図る計画づくりや試
行実施に係る経費の支援
・小さな拠点として発展が見込まれる地域の担
い手の雇用、育成に係る経費の支援

事業名 事業概要 計画内容

麒麟獅子舞圏域活
性化事業

麒麟獅子舞の魅力を情報発信、普及啓発する取
り組みの推進

麒麟獅子舞紹介パネル等を展示する巡回展な
ど、麒麟獅子舞の魅力を発信し、普及啓発する
企画事業等の開催及び支援

日本遺産登録推進
事業

麒麟のまち圏域による麒麟獅子舞を生かした日
本遺産の認定を目指す取り組みの推進

麒麟獅子舞を生かしたストーリー、地域活性化
計画等の作成

新市域振興推進事
業

・鳥取市東部エリア（福部・国府地域）と岩美
町との連携による自転車を活用した周遊観光の
促進
・鳥取市南部エリア（河原・用瀬・佐治）と智
頭町との連携によるエコツーリズムの促進

・鳥取砂丘や浦富海岸、雨滝のジオスポット等
を巡る自転車を活用した周遊観光の取組の推進
・スカイスポーツ、山岳トレイル、自然体験、
森林セラピーなど体験メニューの発信

文化芸術振興拠点
事業（仮称）

市民美術展などの開催が可能な文化芸術振興拠
点の整備検討

市民ギャラリー等の整備検討

国際交流トークカ
フェ開催事業

外国人住民等を対象とする「安心して生活で
き、訪れたいまちづくり」を推進するための意
見交換会の開催

国際交流トークカフェの開催

事業名 事業概要 計画内容

事業名 事業概要

鳥取駅周辺再生整
備事業

中核市、連携中枢都市圏の中心市の玄関口であ
る鳥取駅周辺の再生のため、拠点性の強化や回
遊性の向上等を図る

・鳥取駅周辺再生基本計画（後期）の推進に係
る事業調整
・鳥取駅周辺の都市機能強化等に係る調査検討

里山交流促進モデ
ル事業

中山間地域の資源を活用した市街地住民と中山
間地域住民による交流の促進

・地域の自然・文化・特産品等を活用した市街
地住民等との交流活動支援
・相互理解と交流機会の創出・支援

既存ストック活用
居住促進地域連携
事業

地域や大学と連携して空き物件の実態や地域課
題を解決する有効活用方策について調査等を行
い、既存ストックを活用したエリアマネジメン
トを推進する

・大学との共同研究による実態調査、実証事業
・地域課題の解決につながる既存ストックの活
用方策の検討
・先進事例公開学習会開催

暮らし・にぎわい
再生事業

鳥取赤十字病院の建替えを中心市街地の居住推
進につながる都市福利施設の整備事業と位置づ
け、支援する

鳥取赤十字病院の整備に対する補助

計画内容

事業名 事業概要 計画内容

施策２ 魅力ある中山間地域の振興

施策３ 中心市街地の活性化

施策４ 世界に開かれたまちづくり

施策１ 文化芸術の振興
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○まちづくりの目標４　安全・安心なまち
　政策１　暮らしの安全を守るまちづくり

追加事業数 4
削除事業数 0

№ 担当課

277 危機管理課

279 危機管理課

283 情報政策課

284 危機管理課

追加事業数 1
削除事業数 0

№ 担当課

297
保健所生活
安全課

　政策２　快適でゆとりある生活環境づくり

追加事業数 1
削除事業数 0

№ 担当課

329 交通政策課

災害対策本部室整
備事業

①災害対策本部室設備の整備、災害時オペレー
ションシステムの導入等により、災害時におけ
る情報収集能力の向上、被災者・従事者・物資
等避難生活に係る情報の処理能力の向上を図る
②災害対策本部直近に防災行政無線の親局設備
を配置することにより、全市民に対する迅速な
緊急情報の伝達につなげ、頻発する自然災害等
から市民の生活を守り、被害を軽減する

①新本庁舎における災害対策本部室の整備費(実
施期間：H30～H31)
・災害対策本部室設備導入委託
・情報共有システム導入委託

②新本庁舎における災害対策本部室の整備費(実
施期間：H30～H31)
・防災行政無線（親局）整備工事
・新型Ｊ－ＡＬＥＲＴ整備

事業名 事業概要 計画内容

防災ラジオ検証事
業費（仮称）

戸別受信機の代替手段としての「防災ラジオ」
の有効性を検証する

防災行政無線のデジタル化に伴い撤去される戸
別受信機の代替手段として「防災ラジオ」の設
置に向けた検証を行う

地域情報化推進事
業

コミュニティＦＭ放送エリア拡大のため中継局
を整備する

コミュニティＦＭ放送エリア拡大のため、毛無
山と小倉山に中継局を設置するための実施設計
と工事費

自主防災活動補助
事業

自主防災組織が地域防災力強化のために整備す
る資機材等に対して補助を行う

①地域防災力強化補助事業
　自主防災会が整備する防災資機材等への補助
　実施期間：H30～H32（3か年）
　基本割5～11万円＋世帯割（世帯数×300
円）
　
③小型可搬式ポンプ整備補助事業
　自主防災会が整備する小型可搬式ポンプへの
補助。
　実施期間：H30～H39（10か年）
　補助率75％　上限150万円

食品衛生指導事業
食品の安全性確保のため、食品営業許可施設の
許可・監視指導、食品検査を行うとともに食品
衛生の普及啓発を行う

・大量調理施設など重点的に監視する必要があ
る施設に対する監視目標の達成
　（２２８施設３１８監視）
・食品取扱者等を対象とした衛生教育の実施
　（年間　５０回以上 受講者　2000人以上）

事業名 事業概要 計画内容

山陰縦貫・超高速
鉄道整備推進事業

「山陰縦貫・超高速鉄道整備市町村会議」を構
成する自治体と連携を密にし、山陰新幹線の実
現に向けて取組を強化

・国等への要請活動の強化
・山陰新幹線の必要性について理解を得る活動
の強化

事業名 事業概要 計画内容

施策１ 地域防災力の向上

施策３ 安全な消費生活の確保

施策２ 公共交通の確保
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追加事業数 7
削除事業数 1

№ 担当課

335
保健所生活
安全課

336
環境・循環
推進課

337
環境・循環
推進課

338 生活環境課

339 生活環境課

340 生活環境課

341 生活環境課

299 農村整備課

○まちづくりの目標５　まちづくりを支える自立した自治体経営 追加事業数 0
　方針１　中核市移行等による地方分権の推進と開かれた市政の運営 削除事業数 2

№ 担当課

301
中核市推進
局

302 総務課

事業名 事業概要 計画内容

湖山池流入有機質
肥料等削減事業

有機質肥料の低減につながる取組支援

・湖山池の将来ビジョン等を踏まえた事業調
整・実施
・育苗箱全量施肥助成
・元肥一発施用肥料購入支援
・側条施肥田植機導入支援
・側条施肥田植機用アタッチメント導入支援
・啓発パンフレット作成
・減肥料栽培米出荷助成
・土壌診断助成

中核市準備事業
県・市間の協議・事務調整及び中核市移行につ
いての広報・周知

・事務マニュアルの作成
・市報やパンフレットによる広報
・中核市シンポジウムの開催
・職員研修会の開催

施行時特例市事業
中核市への円滑な移行を見据えた全国施行時特
例市市長会による活動の展開

・全国施行時特例市市長会の活動を通じた中核
市に関する情報や課題の共有、財源確保の研究
・総会・秋季総会、総務大臣懇談会、経済同友
会との意見交換会等への参加

大気汚染物質調査
事業

大気汚染防止法に基づき、環境汚染の防止又は
その除去等に関する施策を行う

・大気中の二酸化硫黄等の大気汚染物質につい
て連続測定及び監視（２４時間３６５日）を実
施
・立入検査を行い、ばい煙発生施設等から排出
される物質を測定

環境汚染化学物質
対策事業

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、環境
汚染の防止又はその除去等に関する施策を行う

・大気、水質、土壌のダイオキシン類による汚
染状況の常時監視
・排出ガス、排出水中のダイオキシン濃度の測
定、排出基準の適否の確認及び指導

水質・土壌対策事
業

本市域ほか、県東部４町域住民の健康保護と生
活環境保全のため、公共用水域の常時監視等を
行い水環境を監視するとともに、土壌汚染の状
況を把握する

・公共用水域の水質常時監視及びその結果の公
表
・特定施設の設置届出等の審査及び受理、立入
検査の実施
・土地の形質変更届出に対する審査、調査に基
づく区域指定及び公示

騒音・振動・悪臭
対策事業

本市域ほか、県東部４町域住民の快適な生活環
境を確保するため、騒音規制法、振動規制法、
悪臭防止法に基づき、公害発生の監視及び未然
防止に努める

・規制する地域の指定、規制基準の設定及び公
表
・自動車騒音の状況を測定、結果公表及び環境
大臣へ報告
・苦情等に伴う測定（騒音、振動）

廃棄物不法投棄対
策強化事業

不法投棄及び廃棄物の不適正処理の監視・指導
を行う

①廃棄物適正処理推進指導員（嘱託）の配置
②監視カメラの設置
③関係機関との合同パトロール
④連絡協議会の開催

PCB廃棄物処理対
策推進事業

PCB廃棄物保管業者に対して適正保管や早期処
理を指導する

①低濃度PCB廃棄物処理支援(中小企業者補助)
②保管業者への早期処理指導及び立入検査
③使用中機器等の把握

事業名 事業概要 計画内容

動物愛護管理推進
事業

犬猫の適正飼養を推進するとともに、収容・引
き取りした犬猫の譲渡の推進を図る

・収容・引き取りした犬猫の処分頭数の削減
　（年間100頭以下）

施策４ 環境保全活動の推進
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追加事業数 2
方針４　財政基盤の強化 削除事業数 1

№ 担当課

362
行財政改革
課

363
行財政改革
課

320
行財政改革
課

追加事業数 0
方針５　ファシリティマネジメントの推進 削除事業数 1

№ 担当課

323 財産経営課

財政ガイドライン
推進事業（仮称）

・１０次総の「財政見通し」の毎年度の財政フ
レームに沿った予算編成
・予算編成時でのプライマリーバランスの黒字
化

・財政ガイドライン（誘導目標）の徹底
・精度の高い起債シュミレーションの作成

財政調整基金等積
立事業（仮称）

Ｈ37末までに財政調整基金等残高50億円以上
を確保する

予算編成でのプライマリーバランスの黒字化に
努め、計画的に基金の積み立てを行う

事業名 事業概要 計画内容

固定資産台帳整備
事業

本市全体の資産の適切な把握と管理
各種資産の調査、データ作成、固定資産台帳の
整備

行政経営システム
管理事業

幹部職員の経営意識の醸成、職員の政策形成能
力の向上

政策提案競争の実施

事業名 事業概要 計画内容
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